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平成２７年度予算の要求について（依命通知） 

 

わが国の景気は、緩やかな回復基調が続いていると言われている。 

先ごろ発表された内閣府の７月月例経済報告によると、海外の景気の

下振れが、わが国の景気を下押しするリスクであるものの消費税率引上

げに伴う駆け込み需要の反動による影響が次第に薄れ、各種政策の効果

が発現するなかで、景気が緩やかに回復していくことが期待されるとし

ている。 

一方、８月１３日に公表された四半期別ＧＤＰ速報によると平成２６

年４月～６月期の実質ＧＤＰ成長率は、年率▲６．８％となり、今後の

経済状況を注視しなければならない。 

６月２４日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０１

４（骨太方針）」では、今後の経済財政運営は、デフレからの脱却を確

実なものとするため、需要の継続的拡大を図るとともに、新たな雇用・

投資・事業展開など、経済の主たる担い手である個人や企業が行うチャ



レンジを促し成長戦略の更なる推進を行うとしている。 

地方行財政制度については、経済再生と財政健全化の両立を実現する

ため、地域が自らの将来を見据え、地域の活性化、行財政サービスの効

率化、公共施設等の統廃合、都市機能の集積化、財源確保に向けて、積

極的に努力していくとともに、人口減少等の経済社会構造の変化に円滑

に地方公共団体が対応できるような取り組みを加速して進めていくこ

とを基本としている。また、公営企業会計の適用の促進のほか公共施設

等の更新・統合・長寿命化などを総合的かつ計画的な管理を行うために

「公共施設等総合管理計画」の策定を促進し、「新しく造ること」から

「賢く使うこと」への重点化に取り組むことが地域社会の実情にあった

将来のまちづくりを進める上で不可欠であるとしている。 

一方、本市においては、歳出面では、公共施設の耐震化・長寿命化、

清掃工場の建て替え、都市基盤の整備、保育所等の待機児童対策、高齢

者福祉等の社会保障経費の増大など課題は山積している。なかでも投資

的経費の支出が増えることにより市債残高は増え、そのため市債の元利

償還金である公債費は平成２９年度から増加する見込みであるが、将来

的に大きな財政負担にならないよう対応する必要がある。 

歳入面では、景気の回復等による市税の増加や社会保障財源とされる

地方消費税交付金の増加は期待できるが、平成２６年度においては、合

わせて１０４億円を予算計上するなど市の主要な一般財源となってい



る地方交付税及び臨時財政対策債については、年末に決定される地方財

政対策に左右されるため現時点では不透明な状況である。 

このような中、持続可能で安定的な財政運営を行うために欠かせない

財源調整基金であるが、平成２５年度の一般会計決算で、実質収支が３

８億円の黒字となったことから、そのうち３５億円の積み立てを行い、

剰余金処分後残高は２６１億円となった。平成２６年度予算においては

９月補正までで約７５億円の取り崩しを行う予定のため、今後の補正予

算次第ではあるが平成２６年度末で１８０億円程度の残高となること

を見込んでいる。少し前に遡るが、平成２０年度は財源調整基金残高が

７９億円と本市の予算規模からは少なく、予算編成を行うための資金繰

りには大変な苦労があった。当時と比べると財政状況も改善しており、

平成２７年度予算編成に限っては、資金繰りの問題は今のところ見あた

らない。しかしながら、財源調整基金は、前述した諸課題に取り組むた

めの貴重な財源であり、先行きが不透明な地方交付税及び臨時財政対策

債の行方にも留意しつつ、安易に取り崩すことにより再び資金繰りに苦

労するような予算編成を繰り返さないよう心掛けなければならない。 

以上を踏まえ平成２７年度予算編成においては、最優先課題である学

校耐震化や少子高齢化対策に重点的に取り組むのをはじめ、本市が抱え

る諸課題を計画的に解決するため、後期基本計画の「めざすまちの姿」

で示す６つの取り組みを確実に実施する。また市長公約に基づく施策に



ついては、平成２７年度において着実に推進するよう取り組んでいく。 

さらに近年の多様化する行政需要に的確に応えるためには、防災や子

育て支援等行政内部の連携により部局の垣根を越えた横断的な視点で

施策を推進することも必要である。 

一方、計画に沿って着実に事業を実施するためには、中長期的に安定

した財政基盤を確立し、規律ある財政運営を行わなければならない。そ

のためには、今年度から行う行政評価により事務事業の改善、見直しに

努めるとともに、職員ひとりひとりが行政改革の視点を持って予算編成

に臨んでもらいたい。 

以下に、予算編成にあたり基本的事項を示すので、これにより適切に

対処されたい。 

 

基 本  事  項 

 

１．予算要求にあたっては、事業の優先順位、行政効果を十分見極め、

効率的・重点的な予算要求を行うこと。 

 

２．市民の多様化する行政需要に的確に応えるためには、行政内部の役

割に拘らず、部局の垣根を越えた横断的な視点から施策を推進する必

要があるため、部局間で十分協議のうえ要求すること。 

 



３．「後期基本計画」において示す施策については、着実にその進捗を

図ることとし、実施計画で採択された事業は優先的に予算化するので

必要な予算は十分に精査のうえ要求すること。 

 

４．実施計画対象事業の所管部課にあっては、企画財政部から１０月上

旬を目途に査定結果を通知する予定であるので、査定で事業実施が不

採択となった事業については、原則として要求しないこと。 

 

５．今年度から実施している行政評価に基づき、行政効果を再点検し、

改善・廃止・縮小などによる無駄の排除、スクラップアンドビルド等

の必要な措置を講じること。 

 

６．「公共建築物保全計画」において、更新が予定されている施設にあ

っては、事業費を精査のうえ要求すること。 

 

７．決算で多額の不用額が生じている事業については、その原因を究明

し、十分に精査したうえ要求すること。 

 

８．枠配分対象事業と指定された事業であっても、その必要性を検討し

財源の捻出に努めること。 

 

９．歳入の確保については最大の努力をはらうこと。捕捉洩れのない

よう十分注意するとともに、積極的かつ効率的に滞納整理を行う等

により、収納率の向上を図ること。 



 

10．国・県支出金については、制度研究を十分に行い、特定財源の計

上洩れなどがないよう注意すること。特に国庫支出金については、

新たな制度の創設や既存制度の見直しなどの動きがあることも考え

られるため、情報の収集に努め適切に対応すること。 

 

11．特別会計及び企業会計については、独立採算の確保に努め、安易

に一般会計からの繰入金等に依存することは厳に慎むこと。 

 

12．出資団体等に対しては、各団体の経営努力を強く求め、当該団体に

対する補助金・委託料等の削減に努めること。 


